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ビジネス・クリエーション
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ビジネス・アシュアランス

激しい環境変化に応じた企業・行政の経営改革や、事業構造の変革

より効率的なビジネス・プロセスや、顧客起点の業務改革

企業連携や新たなビジネスモデルによる新規事業の創出

ガバナンスとリスクマネジメントを見直し、経営基盤をさらに強化

経営と一体化し、競争力を高めるICT環境と情報戦略をデザイン
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お客様企業に向けた
コンサルティング

お客様企業に向けた
コンサルティング

課題分野別コンサルティング

 

 

社会・産業の基盤づくりから個社企業の経営革新まで。
経営環境をトータルにみつめた、コンサルティングを提供します。

個々の企業の経営課題から社会・産業基盤まで視野を広げ、課題解決を図る。
それが富士通総研のコンサルティング・サービス。複雑化する社会・経済の中での真の経営革新を実現します。

富士通総研のコンサルティング・サービス

社会・産業基盤に
貢献する
コンサルティング

お客様のニーズにあわせ、各産業・業種に共通する、多様な業務の改善・
改革を図ります。経営戦略や業務プロセスの改善などマネジメントの側面、
そしてICT環境のデザインを通して、実践的な課題解決策をご提案します。

業種別コンサルティング
金融、製造、流通・サービスなど、各産業に特有の経営課題の解決を図りま
す。富士通総研は、幅広い産業分野で豊かな知識と経験を蓄積しており、
あらゆる業種に柔軟に対応するコンサルティング・サービスが可能です。

国や地域、自然環境などの経営の土台となる社会・産業基盤との全体最適
を図ることで、社会そのものに対応する真の経営革新、業務革新を実現
します。
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間に合うのか、企業のマイナンバー対応

いよいよ2015年10月から国民にマイナンバーの通知が始まり、2016年1月からは企業も実務でマイナンバー

を使っていかなくてはならない。企業のマイナンバー対応は間に合うのか、マスコミの報道などもだいぶ騒がし

くなってきた。企業の対応は進んでいるのか、間に合わせるためにはどのような方策が必要なのかについて考える。

株式会社富士通総研
経済研究所　主席研究員

榎並　利博

榎並　利博 （えなみ　としひろ） 
株式会社富士通総研　経済研究所　主席研究員 

1981年 東京大学卒業、富士通株式会社入社、1996年 株式会社富士通総研へ出向、2010年より現職。 
2002年度～2003年度 新潟大学非常勤講師、2006年度～2007年度 中央大学非常勤講師、2007年度～2008年度 
早稲田大学公共政策研究所客員研究員、2009年度～2012年度 法政大学非常勤講師。 
【著書】
「実践！企業のためのマイナンバー取扱実務」 日本法令 2015年3月、「テクノロジーロードマップ 2015-2024 ［ICT
融合新産業編］」（共著） 日経BP社 2014年11月、「電子自治体実践ガイドブックIT変革期の課題と対応策」 （共著） 日
本加除出版 2014年7月、「マイナンバー制度と企業の実務対応」 日本法令 2014年6月、「共通番号（マイナンバー）
制度の仕組みと導入・運用対策（DVD3巻）」 地域科学研究会 2014年3月
【研究員紹介ページ】
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/economic/people/enami.html

❙❙執筆者プロフィール

特  集
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1. マイナンバーの認知度は低いのか

「7割以上の国民がマイナンバーを知らない！」といま

だにテレビなどで強調されることがある。しかし、こ

れは今年1月に内閣府が行った世論調査に基づくもので

あり、筆者としては「内容まで知っていた人が28%とは

かなり良い数字だ」という感想である。（図1）

というのは、この世論調査の時点では、政府は国民

向けに広報活動をしていない。有名タレントを使った

テレビのコマーシャルが流れたのは3月以降である。つ

まり、この時点で、「マイナンバーについて内容まで知っ

ていた」と回答した人のほとんどは企業関係者であり、

一般国民は含まれていないと考えるのが妥当だろう。

企業への広報や周知活動については、昨年の秋頃から

動き出している。昨年11月には経団連が「マイナンバー

実務対応シンポジウム：マイナンバー通知まで1年。企

業は何をするべきか」を開催し、企業における対応を周

知するとともに、そこで公表された資料はホームページ

（https://www.keidanren.or.jp/policy/2014/mynumber-

sympo.html）で提供されている。筆者の資料も含め、す

でに80万件以上がダウンロードされたと聞いている。企

業の中でも、大企業はそれなりに意識していることは疑

いない。

2. 企業のマイナンバー対応は進んでいるのか

それでは企業のマイナンバー対応は進んでいるのだ

ろうか？ 最近の調査結果を報告している日経コンピュー

タ（注1）とNTT東日本（注2）のデータを使って検証してみよう。

日経コンピュータの調査（図2）は、企業の情報システ

ム部門を対象としたものである。それによると、「マイ

ナンバー対応に着手」している企業は2割以下という厳

しい現実だ。対応を実施しているという企業は、その2

割程度が作業期間として1年以上を考えており、金融業

界や大企業が多いと推測される。また、「対応を実施し

ていないが予定はある」と回答した企業は、作業期間と

して9か月未満という回答が過半数であり、マイナンバー

制度による影響を把握し、計画的に推進していること

がうかがえる。

一方、「実施していないが対応を要する法制度であれ

ば今後対応するはずだ」という回答が20％もあり、その

4割弱が「作業期間についてわからない」と答えている。

このような企業では、情報システム部門へのマイナンバー

制度の浸透に問題があるようだ。さらに、「実施してい

ないし予定もない」、「実施についてはわからない」とい

う回答が4割以上にのぼっている。

特  集

間に合うのか、企業のマイナンバー対応

●図1　マイナンバーの認知度
出典：「マイナンバー（社会保障・税番号）制度に関する世論調査」

平成27年2月19日 内閣府政府広報室
●図2　マイナンバー対応作業の実施状況
出典：「待ったなしマイナンバー」日経コンピュータ2015.4.30 
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17%
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回答者の企業規模については不明のため、これらのデー

タだけでは民間企業の進捗状況について明確なことは

言えない。そこで、NTT東日本のデータを見てみよう。

それによれば、社員数の規模によって、対応状況がか

なり異なることがわかる。（図3）

社員301人以上の場合は、「何も進めていない」という

回答が20数%であるのに対し、社員1～20人の場合は、

「何も進めていない」という回答が70数%に達している。

このように、社員の数が少ない企業ほどマイナンバー

対応が遅れている。

3. 企業のマイナンバー対応は間に合うのか

実は、業種や企業の規模によって、マイナンバー対

応の負荷はかなり異なる。そのため一概に「遅れている

から、もう間に合わない」とは言えない。

いち早くマイナンバー対応に関心を示したのは金融

業界である。金融業界は他の業界と異なり、膨大な量

の法定調書を取り扱っている。そのため、法定調書の

提出についても、20種類の帳票については3年間の猶予

措置が設けられている。猶予措置があるとはいえ、3年

間のうちに顧客からマイナンバーを計画的に取得する

必要があり、さらに激甚災害時におけるマイナンバー

の特殊な対応も求められているため、「着手済みまたは

予定済み」のところが多いと思われる。

また、大企業の場合には、一般的な企業における人

事給与や法定調書の対応のほか、グループ会社管理の

運用についても注意が必要だ。例えば、グループ会社

で人事情報を一括して管理している場合、他社の社員

のマイナンバーを参照したり、出向・転籍によって会

社間で特定個人情報を移転すると、マイナンバーの違

法な提供とみなされてしまう。違法行為にならないよう、

システム的な工夫が求められるからだ。そのほか、組

織としてマイナンバーを適正に取り扱うための基本方

針や取扱規定を策定し、組織的・人的・物理的・技術

的な安全管理についてもガイドラインに従った見直し

を行わなくてはならないため、「着手済みまたは予定済み」

の状況であろう。

一方、「何も進めていない」という回答が多い、従業員

が100人以下の中小企業においては、それほど大きな心

配はないだろう。人事給与などは紙ベースで処理して

いる企業も多く、システムといっても市販のパッケー

ジシステムを導入しているところがほとんどだからだ。

紙ベースで手続きしている企業は、今後、行政機関か

ら指示されたマイナンバー項目が記載された帳票を使っ

て行政手続を行っていくことになる。パッケージシス

テムを使っている企業は、マイナンバー対応のパッケー

ジにバージョンアップすればよい。安全管理措置につ

いても、大企業より内容が緩和されており、これから

でも十分間に合う。

●図3　マイナンバー制度の施行に向けた準備状況
出典：「NTT東日本 マイナンバーに関する企業の意識・実態調査を公開」http://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000002.000009499.html 

Q：あなたの会社では「マイナンバー制度」の施行に向けた準備はどの程度進んでいますか？
     （いると思いますか？）該当するものをお選びください＜SA＞

何も進めていない　　　　準備を検討している　　　　準備を進めている段階
準備を始めたばかり　　　すでに準備は完了している

社員301人以上

社員101～300人

社員21～100人

社員1～20人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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不安があるとすれば、社員が100人を超えながら、自

らが大企業だという認識を持っていない企業だろう。

社員が100人を超える場合には、大規模事業者（注3）とし

ての安全管理措置を実施しなくてはならない。もちろん、

これまで個人情報保護上の個人情報取扱事業者という

立場であったならば、ある程度の安全管理措置につい

ては了解していることと思われる。特に注意が必要な

のは、これまで個人情報保護法の規制から除外され、

個人情報の保護にあまり神経を使っていなかった企業が、

いきなり大規模事業者としての安全管理措置を求めら

れる場合だ。

4.  予定通りにマイナンバーの利用を 
開始するには

マイナンバーを予定通り開始するためには、50万社

以上あるといわれる中小企業を対象とした政府および

自治体の啓発活動が必要だ。特に、マイナンバー制度

における大規模事業者に該当するのか、中小規模事業

者に該当するのかを早急に見極め、大規模事業者の場

合には早急に準備を進めるよう誘導していく必要がある。

下記に、年内に完了すべきマイナンバー対応のチェッ

クポイントを示した。今からでも各企業がこれらのチェッ

クポイントに留意し、着実に実行していけば、マイナ

ンバーの利用開始は問題ないだろう。

（1）社員の教育・研修

事務取扱担当者向け・一般社員向けに教育・研修

（2）基本方針・取扱規定の策定

マイナンバー対応の事務・帳票の洗い出し、事務取

扱担当者の範囲と任務、実務的な注意事項の確認等

（3）安全管理措置の実施

ガイドラインに基づき、組織的・人的・物理的・技

術的安全管理措置について確認・実施

（4）マイナンバー関連事務の委託の見直し

委託関係・委託契約書などをガイドラインにしたがっ

て見直し

（5）マイナンバー関連システムの改修

人事給与・法定調書などのシステムのマイナンバー対応

（注1）  「待ったなしマイナンバー」日経コンピュータ2015.4.30、
調査データは日経コンピュータと日経BPコンサルティング
が2015年3月に実施したもの。

（注2）  NTT東日本が2015年4月に実施したもの。（http://prtimes.jp/ 
main/html/rd/p/000000002.000009499.html）

（注3）  従業員が100人以下であっても、個人情報取扱事業者、マ
イナンバー事務の受託業者、金融関係の事業者、個人番号
利用事務実施者は中小規模事業者とはみなされない。

◆関連オピニオン
医療とマイナンバーを考える ～持続可能な医療制度実現のために～
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/column/opinion/201403/ 
2014-3-5.html
「マイナンバー法成立！次の課題である医療番号をマイナンバーに！」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/column/opinion/201305/ 
2013-5-6.html
「ネット選挙法とマイナンバー法の成立に寄せて ―『世界最先端IT
国家創造』に“IT based Society”の考え方を―」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/column/opinion/201307/ 
2013-7-1.html
＜関連書籍＞
「企業・団体のマイナンバー取扱い実務（DVD）」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/resources/publications/
book-108.html
「実践！企業のためのマイナンバー取扱実務」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/resources/publications/
book-107.html
「マイナンバー制度と企業の実務対応」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/resources/publications/
book-98.html
「共通番号（マイナンバー）制度の仕組みと導入・運用対策（DVD 
3巻）」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/resources/publications/
book-96.html
「番号制度導入・運用のロードマップ」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/resources/publications/
book-93.html
 「マイナンバー法で会社実務はこう変わる（セミナーDVD）」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/resources/publications/
book-92.html
「マイナンバーがやってくる 改訂版 共通番号制度の実務インパク
トと対応策」
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/resources/publications/
book-88.html

◆関連リンク
【富士通総研 経済研究所】
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/economic/

特  集

間に合うのか、企業のマイナンバー対応

●図3　マイナンバー制度の施行に向けた準備状況
出典：「NTT東日本 マイナンバーに関する企業の意識・実態調査を公開」http://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000002.000009499.html 
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いよいよ始まるマイナンバー制度 
―官民の準備状況―
今年10月から国民にマイナンバーの通知が始まり、2016年1月からは企業も実務でマイナンバーを使っていか

なくてはならなくなります。マイナンバー制度への自治体側の準備は進んでいるのでしょうか？ また、富士通

をはじめ、民間企業の実態はどのような状況なのでしょうか？ 
本対談では「マイナンバー制度への準備状況」をテーマに、富士通株式会社人事・総務サービスセンターの狩集

センター長、株式会社富士通総研（以下、FRI）金融・地域事業部の上シニアマネジングコンサルタント、FRI公共

事業部の中村シニアマネジングコンサルタント、大山シニアマネジングコンサルタントに語っていただきました。

狩集、上、中村のお三方は富士通株式会社のマーケティング戦略室番号制度推進室を兼務しています。進行役は

FRI公共事業部の河合事業部長です。

フォーカス
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1. それぞれの取り組みについて 

河合　マイナンバー制度は今年10月に番号の通知が始

まり、来年1月から実際に利用が開始されるということで、

実現が目前に迫っていますが、様々な調査を見ると、

国民の認知度はそれほど高くないのではないかという

懸念もあります。実際にお客様とのおつきあいや自社

の整備でマイナンバーに関わっておられる皆さんに、

具体的な状況や苦労、このような発展が考えられるといっ

たことについて、実際の体験に基づいてお話しいただ

ければ、今、マイナンバーへの対応を準備されている方、

これから準備に携わる方の役に立つのではないかと思

います。最初に自己紹介を兼ねて、皆さんがどのよう

なことをされているか、お話しいただけますか？

中村　私は自治体向けのマイナンバー制度に関わるコ

ンサルティングを担当しています。マイナンバーの利

用に先立って行われる「特定個人情報保護評価（PIA：

Privacy Impact Assessment）」の実施支援と、マイナン

バー制度の準備に関わるプロジェクト管理の支援が中

心です。後者は今年に入ってからも複数の団体に対し、

ご支援していますが、関係部署が多岐にわたり、どの

ような対応や準備をしなければいけないのかというこ

とがなかなか浸透していかないことが課題としてあり

ます。マイナンバーを利用することの影響や考えるべ

きことを整理しながら、取りまとめ部門が関係部署に

対して行う説明会の支援などを行っています。

大山　私は昨年度末まで5年間、任期付職員として神奈

川県政策局情報企画部のIT推進担当課長として勤務して

いました。県のCIO補佐官、PMO（Project Management 

Office）マネージャー、CTO的な役割です。マイナンバー

については県庁の番号制度対応検討部会の副部会長を

拝命していました。昨年度は調査委託して全庁の番号

制度関連事務を洗い出し、影響範囲がどうなるかをま

ず把握して、PIAを行い、統合宛名絡みのシステムの方

式設計まで仕上げてきました。

上　私は民需のコンサルを担当しています。富士通時

代は個人情報保護法のコンサルタントから始まり、そ

れからセキュリティを経て、マイナンバーもその延長

線と考えています。民需のお客様は昨年11月頃からお

声掛けいただいて、今、問い合わせは80件を超えてい

ると思います。5月でさえ、一般的な制度面のセミナー

が満席になる状態です。そして、お客様の中には「5月

時点で何もしていないけど、10月からは収集したい」と

いう人事部門の依頼もあります。通常、どのようなこ

とでも5か月でできることは限られると思うのですが。

それほどお客様の意識もかなりちぐはぐな状態になっ

ているという認識です。したがって、お客様の個々の

事情に応じたご支援をしたいと思っています。

狩集　私は富士通および富士通グループ会社の人事業

務に関するオペレーションの責任者という立場になり

ます。実際の業務は富士通HRプロフェショナルズ（以下、

HRpro）に委託しますが、私はその委託元責任者として

業務の管理監督責任があります。今回のように法制度

が変わる際には、それに合わせた人事業務プロセスを

設計した後、システムへの対応を図るとともに、HRpro

の実務に反映してもらいますので、マイナンバーも私

の方でまずプロセスを決めなければなりません。なお、

フォーカス

いよいよ始まるマイナンバー制度 

狩集　裕一（かりあつまり　ゆういち）
富士通株式会社　人事・総務サービスセンター長　兼　マーケ
ティング戦略室番号制度推進室員
1985年 富士通株式会社入社。入社以降、工場やSE部門における人事・労
務管理、全社階層別教育の企画・運営、全社人事制度企画、グループ会
社における人事業務に携わるなど、一貫して人事・教育分野の業務に従事。
2013年6月より現職。2014年4月より番号制度推進室を兼務。
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お客様に提供する際のリファレンスモデルとして人事

部門も貢献すべく、2015年1月、富士通内に新設され

た番号制度推進室を兼務して、富士通のプロセスをお

客様にご紹介しています。

2.  自治体の準備状況 ─番号通知が最初の
関門、独自利用は順次検討─

河合　10月からの番号の通知や、来年1月からの利用に

ついて、自治体の準備状況はどのような感じですか？

中村　私が支援している市町村では、10月からの番号

通知に向け、不明な点や整理が難しい点もある様子で

すが、国からの資料に基づき、着々と準備を進められ

ています。その一方で、来年1月以降、マイナンバーを

利用する部署は、中核市で20程度の部門にわたるので

すが、まだ具体的な事務の仕方まで検討しきれていま

せん。そのことが課題と感じます。

河合　大山さんは自治体内部で関わられていましたが、

準備状況はいかがでしたか？

大山　都道府県レベルでは、全国課長会の下で勉強会

をやりながら検討を進めてきました。昨年度は、マイ

ナンバーが入ってきた時に業務フローがどうなるかを、

現場を支援しながら検討しました。税と福祉六法の生

活保護、児童福祉、障害者福祉等を中心に現場をフォロー

してきました。マイナンバーの仕組みは分散管理で複

雑性を持つので、その仕組みをどうシステム的に回す

かについても検討しました。統合宛名システムと中間サー

バが肝になるシステムです。その設計にあたって、ネッ

トワーク絡みのセキュリティも検討しました。番号に

関係する端末だけでも統合宛名システムの端末、中間サー

バの端末、住基システムの端末、業務の端末があります。

中間サーバにはすべての特定個人情報が集まるので、

セキュリティを慎重に確保しなければいけません。県

と市町村の違いは、市町村は住民情報のシステムを持っ

ていて、市町村の住民に対して番号を割り振る処理が

あり、各人にセキュアに通知しないといけないので、

そこが最初の関門です。県では、税のシステム、福祉

六法関連のシステムが順次稼働していく形になると思

います。

大山　幸信（おおやま　ゆきのぶ）
株式会社富士通総研　公共事業部　シニアマネジングコンサル
タント
1979年 富士通株式会社入社。文教、R&D分野のSEとして、文教関連顧
客を担当。
文教ソリューション事業本部においてビジネス企画推進室長、プロジェ
クト統括部長などを歴任。
2010年4月より5年間、神奈川県政策局情報企画部IT推進担当課長（任期
付き職員）として勤務。2015年4月より株式会社富士通総研。

河合　もう1つ、マイナンバーで法人番号の問題があり

ますが。

大山　法人番号は企業に一意に付くだけで、実際は調

達でも「富士通の神奈川支社」といった事業所コードも

含めて定義しないといけないので、使えるようになる

まで時間がかかります。法人番号の活用については、

まず個人番号がきちんと動いてからだと思います。

河合　例えば、来年の報酬等に係る支払調書など役所

へ提出する書類に法人番号をつけることになると思い

ますが、当面は付いてもあまり意味がないということ

でしょうか。その辺はいかがでしょう？

狩集　様式には法人番号記入欄があります。ただ、法人

番号自体の利用価値がどれくらいあるのかは疑問です。
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事業所コードがついていれば利用価値があるのでしょうが。

大山　県では人事給与や財務会計のシステムを再構築

しているので、個人番号や法人番号を使って、という

議論はありました。

狩集　将来的には付くのですか？ その方向性はあるの

ですか？

大山　事業所コードを誰がつけるかを決める必要があ

るので時間がかかると思います。

3.  民間企業の準備状況 ─マイナンバー 
制度の認知度が低く遅れがち？─ 

河合　民間企業については、問題意識はあってもまだ

具体的に動いていないということでしたが、企業の担

当者が一番気にされているのはどのようなことですか？

上　人事や情報システムの担当者は気にしていますが、

会社全体としては動いていない、トップの指示がない

のかと思います。4月から政府広報が始まりましたが、

世の中の認知度もあまり高くないですね。一方、例え

ば2005年4月から施行された個人情報保護法はマスコ

ミが大反対し、一度国会で廃案になり、個人情報保護

法の義務からマスコミに関する活動を抜いて再提出し

て国会を通った経緯もあり、たくさん報道されたので、

個人情報が管理される認識が高まりました。マイナンバー

は紆余曲折はあったものの、現在は導入に向けて準備

が進んでいて、マスコミに取り上げられることが少な

いです。また、内部統制制度の場合は、財務諸表と同

様に、監査法人が意見をつけた後、公開されますが、

マイナンバーは税務署などに提出する法定調書に利用

するものであり、対応状況などの公開義務はないとい

うところも大きいと思います。自社へのインパクトが

わからないので、経営者はどれだけ投資すればよいか、

どれだけ重要なのかもわからない。それで経営的な判

断がなかなか下せないのかと思います。

上　茂之（うえ　しげゆき）
株式会社富士通総研　金融・地域事業部　シニアマネジングコ
ンサルタント　兼　富士通株式会社マーケティング戦略室番号
制度推進室員
1977年 富士通入社。電力・ガス・移動体通信等のインフラ企業に対す
るSE支援に従事し、2003年からコンサルティング事業部においてコン
サルティング業務に携わる。
2007年より株式会社富士通総研。個人情報保護、情報セキュリティ、内
部統制、事業継続計画、金融機関におけるシステムリスク管理態勢構築など、
リスクマネジメント分野を担当。2014年からマイナンバー対応を支援。

狩集　お客様の反応を補足しますと、お客様によって

は「システムに落とし込めばいい」くらいの甘い考えの

会社も見受けられますので、「人事の責任者がまずプロ

セスを決めないと、システムだけで決めたら誤りますよ」

と話しています。人事としてプロセスにどう落とし込

むかを検討してから、システムでどこまでカバーでき

るのか、それ以外は自分達の手でどれくらいやらなけ

ればいけないかを考えることをお勧めしていますが、「ど

こから手をつければいいか」と聞かれます。まず対象業

務の洗い出しが必要と話すと、その前に制度もよくわかっ

ていないとなります。お客様を訪問して話をしたら、

人事部長が自分の代わりに社長に説明して欲しいとな

り、さらにグループ会社の社長を集めるから話して欲

しいというケースもありました。皆さんまだよくわかっ

ていないのが実態です。富士通においては、富士通グルー

プとして同一対応をとるということとし、業務プロセ

スにどう落とし込むかはすでに検討を終え、システム

は専用サーバを立てて、そのアクセス権も少人数に絞っ

て行うなどの対応方針も決めています。収集においては、

フォーカス

いよいよ始まるマイナンバー制度 
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マイオフィス（注1）で申請をしてもらうプロセスとするこ

とで本人の身分確認は担保され、国からの要求である

本人確認がクリアされ、また、業務委託先であるHRpro

が番号の真正性を確認するというプロセスにしました。

河合　被扶養者の本人確認も直接やらなければいけな

いということはないですか？

狩集　被扶養者の番号は扶養者である従業員がマイオ

フィスに代理申請することになり、会社としての確認

は必要ありません。

大山　市町村は住民に個人番号を通知するので、住民

票コードをもとに付番された個人番号をきれいに集め

て管理していきます。神奈川県の場合は、生活保護等

の窓口業務で、個人番号を書いてもらって、真正性確

認をして、順次、個人番号が集まる方向で検討してい

ます。また、源泉徴収等のために職員や家族の個人番

号を集めて管理することは、民間企業と同じです。

4.  富士通はリスクを最小化するために取り
扱い部署を一極集中化して業務改革する 

河合　当社も外部の先生や有識者に謝金を払うケース

がありますが、マイナンバーの収集はどのように行う

ことになりますか？

狩集　企業によって違うと思いますが、富士通は謝金

の払い出し元を総務購買部に一本化し、総務購買部が

マイナンバーを先方に確認する方式に統一しようと計

画しています。様々な部署が講師を頼んで、各々が源

泉徴収して先生に謝礼を渡しており、各々に任せたら

リスクが分散してしまうので。

中村　民間企業にマイナンバーの説明をすると、社宅借

り上げなどの細かな影響がある手続きが指摘されますが、

そういったものも一本化しようとしているのですか？

中村　均（なかむら　ひとし）
株式会社富士通総研　公共事業部シニアマネジングコンサルタ
ント 兼 富士通株式会社マーケティング戦略室番号制度推進室員
1985年 富士通入社。コンサルティング事業部を経て、2007年より株式
会社富士通総研。主に公共分野での情報システムに関わる構想立案・基
本設計などの業務に従事。近年、マイナンバー制度の導入に関わる国・
地方公共団体のコンサルティング業務にも多数従事。また、富士通の番
号制度推進室も兼務し、主に民間企業に向けたマイナンバー制度の影響
や対応策に関わるセミナー・講演等を多数実施。

狩集　個人支払いの社宅借り上げ料も謝金と同じように

一本化しようとしています。各々がマイナンバーの取り

扱いを始めるとリスクになると思います。リスクを多く

の従業員に持たせるのはよくないので、できるだけ集約

し、人事の中でもリスクを抱える人はごく少数に限るこ

ととします。さらに、漏えいのリスク対策として、川崎

工場のHRproのエリアは現在、従業員であれば誰でも自

由に出入りできますが、執務室内への出入り口を新たに

設け、入退室時のドアセキュリティを限定し、監視カメ

ラを設ける工事を9月中に行う予定です。

上　物理的な安全管理措置というものですね。

狩集　安全管理措置で一番大変なのが物理的な措置で

す。技術的、人的、組織的なものは決めて実行すれば

いいのですが、物理的な措置にはお金もかかりますし、

どこまでのレベルにするかというポリシーを作らなけ

ればいけないのです。工場や支社・支店の人事部門の

全部に安全措置を求めると膨大な金額になるので、マ

イナンバーはそちらでは扱うことなく、HRproに集約す

ることにしたのです。したがって社会保険業務などの
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マイナンバー関係業務は、これを機に地域から全部集

約します。提出の方法を考えなければいけないのですが、

電子申請と郵送による窓口提出によりクリアできると

考えています。

上　それはある意味、業務改革ですね。

狩集　そうですね。さらに、グループ会社でHRproに業

務を委託していない会社が、これを機に委託すること

も期待しています。

大山　自治体でも番号を使うことによって業務を効率

化する、県民サービスを向上する、という業務改革を

したいのですが、義務的なことの対応をまず行ってい

ます。その次に、独自利用事務を検討しています。独

自利用については、条例制定の必要があります。

狩集　我々も2年前から検討して、どうすべきかの議論

をし尽くしているので、その結論に達したのです。でも、

企業が今から検討し始めるのでは、対応は限定的にな

るかと思います。特に今回、新しい「廃棄」というプロ

セスが出てきますので、as isのプロセスをどう変える

かで手一杯ではないかと思います。我々はto beまで 

でき上がったので、さらに効率化するためにどうする

かの検討が可能になったのです。

上　お客様にも今から提案するとなると、10月収集ス

タートもしくは来年1月スタートの話なので、2年前か

ら取り組んだ富士通の事例はお話しできるけど、その

とおりにお客様が行うのは難しく、現場できちんと収

集して保管するところを、まずは重点的に実施するの

も1つの対応案と考えます。あるべき姿を実現するのは

来年以降にPDCAサイクルを回す中で行っていただきた

い、と話すようになりました。

河合　企業の場合、間に合わないと、どのような問題

が生じますか？

狩集　当面1月から必要になるのは退職者の源泉徴収票

発行と被扶養者の異動申告と雇用保険の資格取得です

ね。入社、退職、家族の異動がある人だけですので、

当面は手作業で何とかなるという企業の方が多いと思

います。私たちは10月から12月の3か月で集めきらな

いと、対象人数が多く誰が退職するかわからないから、

全部集めるというプロセスにしたのですが、従業員数

や入退者数が少ない企業は手作業で対応しておき、そ

の間にシステム開発することも可能だと思います。

5.  富士通はどのようなサービスを提供して
いくか？ 

河合　そのような対処方法も富士通リファレンスとし

てお客様に提供できますね。

上　どうしても10月スタートと仰るお客様には、辞め

る人が少ない企業は手で対応してもできるので、そこ

を考えましょう。10月から収集できるから、10月から

開始するのではなく、業務影響度を睨みながらやって

いかないと難しいと思います。また、人事給与パッケー

ジベンダーのマイナンバー対応がいつできるかという

ことと、そのベンダーのSEが本当にサポートしてくれ

る保証がないと、いつスタートできるかわかりません。

これが最大のリスクになりつつあります。とりあえず

収集したいのであれば、富士通のマイナンバーBPO

（Business Process Outsourcing）サービスで収集し、自

社システムの準備が整った時点で、富士通BPOからマイ

ナンバーを受け取り、自社システムに流し込むという

ストーリーも考えないといけないと考えています。

河合　富士通としてはどういうサービスを提供しよう

としているのですか？

上　製薬業等は大学病院の先生方のマイナンバーの数

が多いので、そういった外部の個人の方々や社員の収

集代行をするアイデアはあるようです。また、督促も

フォーカス

いよいよ始まるマイナンバー制度 
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含めて現行社員分を収集したら契約終了とするサービ

スパターンと、BPOセンターで継続して管理して、配偶

者が増えたら配偶者のマイナンバーを追加する異動処

理をする、年末調整や源泉徴収も代行するといった運

用維持まで提供するサービスの2種類あります。

河合　民間企業側の対応が遅れている、認知が進んで

いない状況で、具体的に富士通としてやっていくこと

はありますか？

河合　正人（かわい　まさひと）
株式会社富士通総研　公共事業部　事業部長
1981年 富士通株式会社入社。文教、公共分野のシステムエンジニアを
経て、2001年からコンサルティング事業部で公共部門を担当。2007年
より株式会社富士通総研の公共事業部長として、主に官公庁、自治体、
文教分野における経営戦略、情報化戦略の立案支援、および各種実証事
業等の政策推進に関わるコンサルティング部門を統括。富士通株式会社 
公共営業本部、東日本復興・新生支援室兼務。
特定非営利活動法人 ASP・SaaS・クラウド コンソーシアム（ASPIC）理事。

中村　昨年度、番号制度推進室の発足前から、営業・

SEを経由してお客様には注意喚起してきました。富士

通フォーラム等でのセミナーを通じても、注意喚起を

してきています。必要なお客様には、影響調査の支援

から、ソリューションやBPOサービスの提供まで、リファ

レンスを活かした形で対応しています。そのような取

り組みを通じて、お客様のマイナンバー制度対応を支

援いたします。

狩集　今年の1月2月は不特定多数のお客様向けセミナー

を頻繁に実施し、常に満席の大盛況でした。最近は個

別のお客様からの依頼が増えています。セミナーに出

られたお客様からの口コミで増えているというのと、

営業向けのビジネス連絡会をきっかけに営業さんが個

別の動きを始めたように感じています。

大山　国も県も広報活動に力を入れているので、これ

から企業の相談が増えてくるでしょう。

河合　世の中の認知度がもう少し高まって皆が危機感

を持つようにならないと、このシステムはもたないの

ではという気がしています。企業からの相談が増える

といいですね。

狩集　これだけ大きな法改正で仕組みまで変えること

は記憶にありません。消費税導入時も支払い側への影

響でしたので、経理や人事だけで対応すればよかった

のですが、従業員も含めていろいろな所に影響する、

しかも会社の業務プロセスを変えなければいけないと

いう影響は初めてですね。

河合　その辺りの大変さが、うまく伝えきれていない

のではないかと思います。狩集さん、例えば業種によっ

て、問い合わせの内容は異なりますか？

狩集　私が説明に行く先の業種は多岐に及んでいます。

製薬、銀行、県の経営者協会、スーパーのグループと

いうように。業種特有で対応が必要なケースもあります。

中村　従業員やその扶養家族以外のマイナンバーの取

り扱い方は、業種によってかなり課題が異なるようで

すね。

河合　このような話が外部に発信されて、危機感を持

つ企業の方が増えるということだけでも非常に意味が

あると思います。富士通グループとしては、お客様ご

との状況・要望を踏まえ、しっかりと対応させていた

だくということですね。本日はありがとうございました。
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あしたを創るキーワード

マイナンバーの自治体独自サービスを
早く実現するには？

マイナンバーについては、来る10月5日から国民への番号通知が始まるスケジュールも固まり、各自治体では

システム改修の追い込みでてんてこ舞いといったところかと思料される。

一方で、総務省のスケジュールでは、まさにこの時期は、マイナンバーカードの独自サービスを各自治体が検

討し、条例化を進める時期にも位置付けられているのであるが、ほとんどの自治体ではこの検討まで手が回って

いない状況である。

ここでは、マイナンバーカードの独自サービスを市民に理解してもらう機会の創出方法と、「早く」「安く」独自

サービスを実現する方策を提示したい。

株式会社富士通総研　公共事業部
プリンシパルコンサルタント

高村　茂

高村　茂（たかむら　しげる）
株式会社富士通総研　公共事業部　プリンシパルコンサルタント

1984年 東京大学大学院理学系研究科修了、環境コンサルタント会社を経て1990年 株式会社日本総合研究所入社、
2012年 株式会社富士通総研入社、2014年より現職。 
2004年度～現在 地方公共団体情報システム機構（J-LIS）研修講師、2006年度～現在 東京農業大学非常勤講師、
2014年度～現在 埼玉県特定個人情報保護委員会委員。 
【著書】
「図解 ITバリアフリーのすべて」 （共著） 東洋経済新報社 2001年4月、「図解 eガバメント」（共著） 東洋経済新報社 
2000年12月、「図解 デビットカード」 （共著） 東洋経済新報社 1999年9月

❙❙執筆者プロフィール
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1. 独自サービスを提供する際のハードル

さて、番号法第18条第1項では、「市町村の機関は、

個人番号カードを、地域住民の利便性の向上に資する

ものとして条例で定める事務に利用することができる」

とされている。

おそらく、国がイメージしているのは、マイナンバー

カードのICチップの中に独自サービスのアプリケーショ

ンをインストールして住民に提供する方法かと思われる

が、実はこの方法はかなりハードルが高いと考えられる。

（1）ハードル1

マイナンバーカードは、国民が通知カードと同時に

送られる申込書を利用して、地方自治体情報システム

機構（J-LIS）に直接申し込むことになっている。その後、

造られたカードは住民票のある自治体に送付され、自

治体が本人確認を行って申請者に渡す仕組みになって

いる。

最初のハードルは、通知カードを受け取った市民がカー

ドを申し込む気になるか、という点である。ここにつ

いては自治体の周知方策が問われているが、この点に

ついては別の機会に触れることとしたい。

次のハードルは、独自サービスをどのようにカード

にインストールするかという点である。自治体が独自サー

ビスを前述の方法で提供する場合、自治体はJ-LISから

カードが届いて申請者にカードを渡すまでの間に、申

請者にサービスの必要の有無を確認して、カードにア

プリケーションをインストールしなければならない。

このため、場合によってはワンストップを実現できな

くなる、あるいは、カードを渡すまでにかなり時間が

かかる可能性がある。

（2）ハードル2

独自サービスを決定し、カードにアプリケーション

をインストールして渡そうとすると、次のハードルが

待ち構えている。

ICチップへのアプリケーションのインストール時には、

正しくインストールされたかどうかも確認するため、

国が定めたインストール機器を用いなければならない。

この手間は煩雑であり、かつ、この機器は高価である。

2.  これらのハードルを取り除き、 
独自サービスを後押しする方策

（1）「千葉市方式」

ハードル1を取り除く効果的な方法として「千葉市方

式」が挙げられる。千葉市では、「マイナンバーカードの

発行はワンストップで行い、その際に本人確認を行う」

というステップについて、前述したカード受取時では

なく、カードの申請時に確認を行うこととしている（ク

レジットカード等の申し込みと同じ）。

カード申請時に、本人確認を行うということは、図1

●図1　千葉市方式のイメージ
※ 例えば自治体がカードを活用した安否確認サービスを行う場合、マイナンバーカードの申し込みとともに、安否確認のための
カード登録の場とすることも可能になる。 

安
否
確
認
登
録

「
個
人
番
号
カ
ー
ド
」

　
　
　
　申
し
込
み
受
付
中

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

同時実施中

自治体、鉄道事業者、スーパー、
コンビニ等で、事業者自らが発行
しているICカードに加え、市民が
持っている他のカードも登録。
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あしたを創るキーワード

マイナンバーの自治体独自サービスを
早く実現するには？

に示すようにマイナンバーカードの申し込みキャンペー

ンや、そのキャンペーンと連携して独自サービスにつ

いて市民にアピールする機会を創出することもでき、

市民はサービスの内容を確認してカードの申し込みを

行うことが可能となる。

この「千葉市方式」は、千葉市が総務省等と粘り強く

交渉した結果、実現したものである。

（2）「媒体識別番号」

次に、ハードル2を取り除くためには、発想の転換が

必要である。チップの中にアプリケーションをインストー

ルするのであれば、前述のプロセスは必須となるから

である。

もっと手軽に市民にサービスを提供するために威力

を発揮すると考えられるのが、「媒体識別番号」である。

今回発行されるマイナンバーカードは、ISO/IEC14443

の近接型Type-Bという規格であり、わが国で普及して

いるSuica/PASMOといった交通IC乗車券やWAON、Edy

といった電子マネーのFeliCaの規格とは異なるものであ

る。また、韓国で普及しているT-MoneyはISO/IEC14443

の近接型Type-Aであり、これらの規格が市場には混在

している。（図2）

「媒体識別番号」というのは、同じ形状（カードタイプ）

の非接触ICカードについて、カード1枚1枚に固有に振

られている番号で、その番号をカード印刷企業等が見

れば、どういう規格で、とこが発行主体のカードかと

いうことがわかるようになっている。いわば個別の製

造番号のようなものである。この「媒体識別番号」はユニー

クであり、重複することはない。

実は、わが国で普及しているFeliCaの世界では、すで

に様々なサービスに、この「媒体識別番号」が利用され

ている。例えば、自由が丘商店街のような駅前の商店

街では、Suica/PASMOの「媒体識別番号」をカード保有

者のポイント番号として利用している。また、Suica/

PASMOをエントランスや部屋の鍵として利用している

マンションもあるが、これも「媒体識別番号」を利用し

ている事例である。

この多様な利活用の背景には、「媒体識別番号」を読む

ためのアプリケーションは容易に作ることができ、また、

カードを読むためのリーダーも、今ではスマートフォ

ンを活用できる等、利用するためのハードルが低く、「早

く」「安く」サービスが提供できることが挙げられる。

マイナンバーカードにおいても、この「媒体識別番号」

を活用することにより、次の図3に示すような様々なサー

ビスが期待できる。

なお、マイナンバーの「媒体識別番号」を勝手に読ん

でいいのかという疑問があるかもしれないが、多種多

様なカード発行を行っている大手印刷会社の担当者は、

「媒体識別番号は街中に貼ってあるポスターのようなも

ので、見てはいけないと言われても目に入ってしまう

もの。すなわち、読み取ってはダメだといったところで、

誰も止めることはできない」との見解である。

●図2　非接触ICカードの規格

RFID関連規格 データ通信

NFC（Near Field Communication）規格

SONY
独自規格

リーダー・ライター
機能

リーダー・ライター
機能

リーダー・ライター
機能

FeliCa MIFARE
ISO14443

Type A
ISO14443

Type B ISO15693

Bluetooth
Wi-Fi

Wireless USB
P2P

チップ機能 チップ機能 チップ機能 認証
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「媒体識別番号」の利用によって提供できるサービス

内容に係る説明は別の機会に譲るが、今回はこの「媒体

識別番号」が自治体の独自サービスの道を拓く切り札に

なる可能性があることを提示しておきたい。

◆関連サービス
【番号制度の活用】
http://www.fujitsu.com/jp/group/fri/services/business-services/
business-consulting/public/ 
menu.html?public=c-text#menu-06-04

自治体 商店街市民

④職員証 ⑤学生証

③公共施設利用
　IDカード

①商店街ポイント
　カード

②ボランティアマネー

●図3　マイナンバーカードが提供できそうな地域における機能 
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マイナンバー取り扱い部門のリスク対策検討
―地方公共団体における特定個人情報保護評価の取り組みを参考に―

中村　均（なかむら　ひとし）
株式会社富士通総研　公共事業部　シニアマネジングコンサルタント

1985年 富士通株式会社入社。コンサルティング事業部を経て、2007年より株式会社富士通総研。主に公共分野
での情報システムに関わる構想立案・基本設計などの業務に従事。近年、マイナンバー制度の導入に関わる国・地
方公共団体のコンサルティング業務にも多数従事。また、富士通の番号制度推進室も兼務し、主に民間企業に向け
たマイナンバー制度の影響や対応策に関わるセミナー・講演等を多数実施。

❙❙執筆者プロフィール

ケーススタディ  1

2013年5月に成立したマイナンバー法は、マイナンバーを取り扱う行政機関等に対し、マイナンバーの収集・
保管を行う前に、リスク対策の検討･評価を行う「特定個人情報保護評価」を義務付けている。特定個人情報保護
評価は、特定個人情報保護委員会の指針に従い、2014年度中に国や地方公共団体など、多くの行政機関で実施
された。実施にあたっては、マイナンバーを取り扱う事務・システムの整理を行った上で、そのリスク対策を検
討する必要がある。特に地方公共団体では、マイナンバーを取り扱う現場となる部門が、従来の個人情報保護条
例に従った個人情報保護の取り組みと整合性をとったリスク対策の検討・評価を行っている。
ほとんどの法人は、関係事務実施者としてマイナンバーを取り扱うことになる。人事部門以外の多くの部門でも、
安全管理措置を講じたマイナンバーの取り扱いが義務付けられる。このような環境で、地方公共団体が現場部門
にリスク対策の検討を促した取り組みは、いろいろな法人においてもマイナンバーの安全な取り扱いを行うため
に、参考にできるのではと考える。

株式会社富士通総研　公共事業部
シニアマネジングコンサルタント

中村　均
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1. 特定個人情報保護評価の概要

（1）特定個人情報保護評価の概要

2013年5月に成立した「行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「マ

イナンバー法」という）」では、マイナンバーとそれに紐

付く個人情報（以下「特定個人情報」という）を行政機関

等が取り扱うにあたり、事前に特定個人情報保護評価

を実施することを義務付けている。マイナンバーを機

微な個人情報と位置付け、取り扱う事務での漏えい等

に対するリスク対策を事前に検討・評価することで、

事務・システムの設計時に対応すべき安全管理措置を

明確にし、対策を確実に作りこむ。

（2）マイナンバーを取り扱う事務・リスク対策の明確化

特定個人情報保護評価は、マイナンバー法によって

設置された特定個人情報保護委員会の規則に基づき実

施する。特定個人情報の入手・保管・提供などの取り

扱い方法と、それぞれに対するリスク対策を記載する

様式が評価書として定められ、その記載を行うことで

事務やリスク対策を明確化する。最も網羅性を持って

事務・リスク対策を記載する様式が、全項目評価書と

呼ばれている。（図1）

評価書は、記載に係る負担を軽減するために、事務

で取り扱うマイナンバーの数や、取り扱い者数などに

応じた簡易な様式も定められている。当然のことながら、

まずマイナンバーを取り扱う事務の概要や規模を明確

にすることが、重要な着手ポイントと言える。

（3）地方公共団体における特定個人情報保護評価の課題

地方公共団体では、マイナンバーを取り扱う事務に

おいて、2016年1月から取り扱いが開始される。それ

に向けたシステム改修に先立ち、特定個人情報保護評

価を実施することが求められ、多くの地方公共団体が、

2014年度中に特定個人情報保護評価を実施した。

地方公共団体は、2003年に個人情報保護法が施行さ

れる以前から、条例の制定などにより個人情報の保護

●図1　全項目評価書の構成

分類 調査対象
Ⅰ　基本情報 1. 特定個人情報を取り扱う事務

2.  特定個人情報を取り扱う事務において 
使用するシステム

3. 特定個人情報ファイル名
4. 特定個人情報ファイルを取り扱う理由
5. 個人番号の利用
6. 情報提供ネットワークによる情報連携
7 評価実施機関における担当部署
8. 他の評価実施機関

（別添1） 業務の内容
Ⅱ　 特定個人情報

ファイルの概
要

1. 名称
2. 基本情報
3. 特定個人情報の入手・使用
4. 特定個人情報ファイルの取り扱いの委託
5. 特定個人情報の提供・移転
6. 特定個人情報の保管・消去
7. 備考

（別添2）特定個人情報ファイルの記録項目

分類 調査対象
Ⅲ　 特定個人情報

の取り扱いプ
ロセスにおけ
るリスク対策

1. 特定個人情報の入手
2. 特定個人情報の利用
3. 特定個人情報の取り扱いの委託
4. 特定個人情報の提供・移転
5. 情報提供ネットワークシステムとの接続
6. 特定個人情報の保管・消去

Ⅳ　 その他のリス
ク対策

1. 監査
2. 従業者に対する教育・啓発
3. その他

Ⅴ　 開示請求、 
問い合わせ

1. 開示・訂正・利用停止請求
2. 取り扱いに関する問い合わせ

Ⅵ　評価実施手続 1. 基礎項目評価
2. 国民・住民等からの意見の聴取
3. 第三者点検（地方公共団体のみ）
4. 特定個人情報保護委員会の承認
 （行政機関等のみ）
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に取り組んできた。2006年4月以降は、すべての都道

府県･市町村で個人情報保護条例が制定されている。地

方公共団体内で個人情報を取り扱う事務は多岐にわた

り、取り扱う個人情報も事務によって様々である。そ

のため、個人情報を保護するための取り組みは、個人

情報保護条例に基づく基本的な方針やリスク対策の考

え方を基に、各事務を実施する部門がそれぞれの実情

に合わせ具体化している。

地方公共団体で、今回新たに定義された特定個人情

報を取り扱う事務は、市町村では20～30種類程度と多

い。特定個人情報は、個人情報の一部である。その安

全管理措置は、それぞれの事務を実施する部門で具体

化している個人情報を保護する方法との整合性が求め

られる。

地方公共団体の特定個人情報保護評価の課題は、以

下を挙げることができる。

•  多岐にわたる事務の実施部門が、新たな取り組みであ

る特定個人情報保護評価の目的・概要を理解し、決め

られた期間内に実施すること

•   簡易な様式の評価書の記載で済む事務の実施部門で

あっても、特定個人情報を取り扱う上でのリスク対策

を検討・実施すること

•  事務を実施する部門が、従来の個人情報保護の取り組

みの中で、特定個人情報に関わるリスク対策も実施す

ること

2. 地方公共団体での取り組み

（1）推進体制の整備と実施部門に向けた支援

地方公共団体では、個人情報保護に関わる事務の取

りまとめ部門が設置されている。しかし、個人情報を

蓄積・管理する情報システムを所管する情報システム

部門とは別の部門であることが多い。個人情報保護に

関わる事務の統括と、情報システムを中心にした個人

情報の取り扱い基盤（システム）を統括する部門が別に

存在し、個々の責任範囲で事務の実施部門に指示等を

行っている。民間企業などの法人でも同様のことは多

いと想像できる。

特定個人情報を取り扱う事務の概要・規模の検討は、

従来からの個人情報の台帳化に関する手順を基に、実

施するとわかりやすい。また、リスク対策の中で、ネッ

トワークなどの全庁的な情報システム基盤が持ってい

るセキュリティ機能を利活用することも必要である。

特定個人情報保護評価は、双方の部門で協力して推進

する必要がある。

当社が支援した団体では、特定個人情報保護評価を、

個人情報保護に関わる事務の取りまとめ部門を責任部

門とし、情報システム部門が責任部門を支援する体制

で推進されていた。当社は、その体制の下、特定個人

情報保護評価を実施する部門に対する支援を行った。

特定個人情報保護評価の目的やリスク対策の考え方、

評価の実施手順など整理したガイドラインを作成し、

関係部門に対する研修や質疑応答などのフォローにより、

その浸透を図っている。

（2）リスク分析表の作成・提示

ガイドラインで示す実施手順として、マイナンバー

を取り扱う事務の概要・規模を明確化する際、同時に

リスク対策を検討することを提案し、採用いただいた

団体もある。その団体では、リスク対策の検討に向け、

リスク分析表を作成し、各部門に記入を指示している。

リスク分析表は、全項目評価書で示されたマイナンバー

の取り扱い事務とリスク項目を列挙し、それぞれに対

し講じるリスク対策を記載する形式とした。全項目評

価書では、特定個人情報の取り扱いとして考えられる

手続きとリスク項目が、網羅性を持って示されている

ためである。（図2）

（3）既存の規則・規定に基づくリスク対策例の提示

リスク分析表には、各団体の個人情報保護条例や情

報セキュリティ指針に基づく規則・規定などを基に、

地方公共団体として標準的に行うリスク対策を記載し

た上で、各部門に提示している。団体の基準となるリ

ケーススタディ  1
マイナンバー取り扱い部門のリスク対策検討
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スク対策を参照しながら、各部門の実態に沿ったリス

ク対策を検討することができ、従前からの安全管理措

置と整合性のあるリスク対策の検討を容易にしている。

3. 関係事務実施者のリスク対策

（1）現場部門に向けたリスク対策の浸透

マイナンバー法では、ほとんどすべての法人が関係

事務実施者としてマイナンバーを取り扱うことになる。

マイナンバー法は、特定個人情報を取り扱う上で、安

全管理措置を講じることを義務付けており、リスク対

策の検討は必須である。

関係事務実施者としての対応の中には、一時的な報

酬支払に伴うマイナンバーの入手がある。講演・寄稿や、

個人事業主などに対する報酬支払が対象であり、多く

は各法人の現場部門で実施されることになる。リスク

対策は、現場部門に周知・徹底し、着実に実施させな

ければならない。それに向け、特定個人情報保護評価

の推進体制の考え方や推進方法、リスク対策の検討に

向けたリスク分析表の作成・活用などが、参考にでき

る点は多いと考えている。

当社は、地方公共団体に向けた特定個人情報保護評

価の取り組み事例を基に、法人等におけるマイナンバー

の取り扱いに関わるリスク対策の検討や現場に向けた

周知・徹底を支援していく。

2. 特定個人情報の入手
リスク1：目的外の入手が行われるリスク

対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容
必要な情報以外を入手することを防止するための措置の内容
その他の措置の内容

リスク2：不適切な方法で入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

リスク3：入手した特定個人情報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措置の内容
個人番号の真正性確認の措置の内容
特定個人情報の正確性確保の措置の内容
その他の措置の内容

リスク4：入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容

※特定個人情報保護評価委員会「特定個人情報保護評価指針　様式4」より、一部抜粋

●図2　全項目評価書のリスク対策の例
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リスクマネジメントの視点から進める 
マイナンバー対応
―不確実性をコントロールしながら進めるマイナンバー対応プロジェクト―

上　茂之（うえ　しげゆき）
株式会社富士通総研　金融・地域公共事業部　シニアマネジングコンサルタント

1977年 富士通株式会社入社。電力・ガス・移動体通信等のインフラ企業に対するSE支援に従事し、2003年から
コンサルティング事業部においてコンサルティング業務に携わる。
2007年より株式会社富士通総研。個人情報保護、情報セキュリティ、内部統制、事業継続計画、金融機関におけ
るシステムリスク管理態勢構築など、リスクマネジメント分野を担当。2014年からマイナンバー対応を支援。

❙❙執筆者プロフィール

ケーススタディ  2

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、マイナンバー法）」の施行が
2016年1月に迫っている。また、マイナンバーの事前収集は本年10月から可能となる。
本年も既に8月に入り施行も迫る中、規程整備のように自社に閉じた取り組みだけでなく、人事給与システム
等の対応には、ベンダーの協力も不可欠である。またグループ会社が存在する場合には、本社内だけの取り組み
で済ますことはできない。
本稿では、施行までの限られた時間のなかで、マイナンバー対応をどのように進めるか、どこまで対応すべき
かといったプロジェクト計画の立案から、実際の対応に至るまでの一連の工程に、不確実性の高い作業タスクを
重点的にコントロールすることでプロジェクトを成功に導くリスクマネジメントの考え方を取り入れることを提
案する。
この考えを取り入れることのメリットは、不確実性の高い作業タスクをあらかじめ洗い出しておくことで、取
り組みの期間が短くてもプロジェクトの重要ポイントを見定めることができ、確実なプロジェクト推進を可能に
できることである。

株式会社富士通総研　金融・地域公共事業部
シニアマネジングコンサルタント

上　茂之
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1. 自社のスタートとゴール位置をまずは把握

これまで企業は、様々な法制度対応を行ってきた。

例えば、2005年の個人情報保護法、2008年の内部統制

対応などである。これらの対応は、制度導入および運

用について討議の経過や内容の周知が適度になされ、

企業側も対応の是非の判断がしやすく、プロジェクト

のスタート、ゴール共にほぼ横並びで対応した。

一方、マイナンバー対応は、制度の内容や対応すべ

き範囲の具体化が曖昧に推移したため、企業側の対応は、

全体的に遅れ気味である。監査法人など外部からの要

請や公的機関の広報が必ずしも十分でなかったことも

要因の一つと考えられる。

ここではまず、マイナンバー対応での企業におけるゴー

ルを決定するための要素（図1）を示す。

これらの要素を勘案し、最終的に自社が目標とすべ

きゴールの時期と内容を定める。

（1） プライバシーマーク取得等、個人情報保護への現状

の取り組みの程度

金融機関、宅配事業者など個人顧客の情報を取り扱

う業種においては、個人情報保護法への対応やプライ

バシーマーク認証の取得などを積極的に行っており、

個人情報の取り扱いには基盤があると考えられる。

一方、法人向けビジネスを中心に展開している企業

では、規程・マニュアル類、監査を含むPDCA等が十分

機能していないケースも散見される。従来の個人情報

保護のレベルも勘案した、相応の準備期間と十分な人

員確保が不可欠である。

（2）社員数や入社・退職等の変動数

現行社員およびその被扶養者についてマイナンバー

の初期収集が必要となるため、社員数の規模に応じた

準備期間を考える。

入社・退職等の変動がある場合、2016年1月の法施

行段階から、逐次マイナンバーに係る処理が必要とな

るが、変動数が多い場合は、それまでに関連するシス

テムをマイナンバー対応させておくことが望ましい。

対応可能な量であれば、当面、手作業で代替すること

が現実的な選択肢となる。

（3）人事給与システム等のマイナンバー対応の時期

マイナンバーに対応した人事給与システムが運用開

始できる時期も、ゴール時期を定める大きな要素である。

社員からマイナンバーを収集する場合、書類で溜めて

おくことは、セキュリティの観点から極力避けるべき

であり、何らかのシステムの活用が必要である。

しかし、現在に至っても人事給与パッケージ自体の

対応時期が明確でない例もある。委託先ベンダーの対

応時期が未定であり、そのため自社での受入確認テス

トの時期が不明といった例もある。またカスタマイズ

の内容・量などにより、ベンダーの対応が遅れること

もあり得る。

加えて、グループ企業を持つ場合は、個々の当該グルー

プ企業を指導し、同様にゴール時期と到達内容を定め

ることも必須である。グループ会社で人事給与シェアー

ド・サービスを実施済みであれば比較的容易であるが、

個社対応の場合は、個社固有の事情を考慮しながら推

進していくことが求められる。

以上の要素などから、自社の現状の姿（スタート位置）

を見定め、自社にとってのゴールを決定することがマ

イナンバー対応への第一歩である。

●図1　マイナンバープロジェクトのゴールを決定する要素

（1） 個人情報保護への現状の取り組みの程度
   　（プライバシーマーク取得、情報セキュリティ等）

（2） 社員数や入社・退職等の変動数
　　（収集するマイナンバーの量的側面

（3）人事給与システム等のマイナンバー対応の実現時期 　
　　（ベンダー、利用部門含めた計画立案）
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2. 不確実性を考慮したプロジェクト推進

マイナンバー対応を推進していくためには、不確実

性への対処を考慮する必要があり、期間との戦いになっ

ているのが実態である。詳細な調査分析が時間的に困

難であるとすると、ある程度の不確実性を想定しなが

ら進めざるを得ないと考える。

マイナンバー対応において、不確実性を考慮して対

応した事例から、ポイントとなる事項（図2）を説明する。

 

（1） 経営者が関与するPDCAサイクル

まず、マイナンバー対応プロジェクトの当初から「経

営者が関与するPDCAサイクルの確立」に取り組むこと

が重要である。これはマイナンバーガイドライン（注1）の

組織的安全管理措置にも明示されているように、方針

と各々の管理措置を定め、組織として間違いなく運用

する（P→D）ために重要なポイントとなる。また、正し

く運用されていることを確認または必要に応じて是正

する（C→A）ために、当初から監査部門の参画を促すこ

とも必要である。

一方、企業におけるリスク管理の視点からは、グルー

プ会社を含めて、準備や対応が一部でも間に合わない

という事態の対応も考えておく必要がある。監査部門

といった第三者性を持つ部門による客観的な状況把握

に努め、リスクの所在を確認することにより、企業と

しての責任と対応をあらかじめ準備することも可能と

なる。（図3）

（2） マイナンバー取り扱いルールの標準化

マイナンバー法は、個人情報保護法の特別法である。

マイナンバーを含む特定個人情報を取り扱う場合のみ

マイナンバー法やガイドラインが適用される。言い換

えれば、マイナンバー対応は、既存の個人情報保護対

応如何にかかわらず、標準化が可能であると考えられる。

例えば、マイナンバー取扱規程といった上位規程の

策定方法は2種類あり、一つは既存の個人情報保護規程

を修正する方法であり、他方は、独立したマイナンバー

取扱規程を別に用意する方法（図4）である。

特に多数のグループ会社を持つ企業は、個社ごとに

個人情報保護規程が大きく異なることも少なくなく、

ケーススタディ  2
リスクマネジメントの視点から進める 
マイナンバー対応

●図2　不確実性を考慮する中で、ポイントとなる事項

第1：経営者が関与するPDCAサイクルの確立

第2：マイナンバー取り扱いルールの標準化

第3：人事給与システム等の対応稼働時期と
　　  初期収集の開始時期とのタイムラグへの対処

●図3　企業が取るべき対応（安全管理措置）

人的
安全管理措置

物理的
安全管理措置

技術的
安全管理措置

基本方針の策定 取扱規程等の策定

組織的安全管理措置
（経営層が関与するPDCA）

●図4　上位規程類（基本方針、マイナンバー情報保護規程）

マイナンバー対応の基本方針

マイナンバー情報の保護規程

■現行規程を改定するのではなく、
　別個に特定個人情報保護関連規程
　を置くことも可能です。例えば
　子会社等が多く、各社の規程類も
　異なっている場合などは有効
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そのような状況であっても後者を別に用意するという

方法で規程やマニュアル類をスピーディに整備するこ

とが可能となる。また、マイナンバー保護が均質化で

きるといった、リスク対策上、有益な効果も期待できる。

（3） 人事給与システム対応稼働時期と初期収集のタイム

ラグへの対処

社員のマイナンバーの初期収集は、入退社数が多い

企業でなくとも、2015年10月から進めた方が望ましい。

なぜならば、2016年1月から制度がスタートすると、

退職者については、すぐにも法定調書等の提出が必要

となるためである。

また、収集は本年10月から開始して2016年2月まで

には終えるのが望ましい。一般に、人事等の扱いが増

す年度末・年度始めまでに、新たに入退社する社員の

対応や、既存社員の扶養家族増減等の異動処理に関す

る事務がスムーズに行えるようにするためである。マ

イナンバーを事務処理で扱う人事・経理・総務部門等は、

新規採用、決算、株主総会等への対応で期末から6月ま

で繁忙になることが考えられ、その時期の負担を軽減

するためである。この時期が重なってしまうとマイナ

ンバー対応の課題が発生した場合、十分な対応がとれ

ないリスクがある。

人事給与システム対応稼働時期と初期収集の時期に

タイムラグが発生してしまう場合への対処はどうするか。

1つの解決策は、BPOサービス（注2）と一般的に呼ばれる、

外部センターで現行社員のマイナンバー収集を行うサー

ビスを活用することである。ただし外部収集期間は可

能な限り短くし、企業側の人事システムの稼働とタイ

ミングを可能な限り一致させることで、外部へ依頼後

に発生した異動分（増加・減少）の収集・削除を極小化

することができる。

3.  確実なマイナンバー対応に向けて、全体
感を持ったプロジェクトマネジメントを

以上のように、マイナンバー対応は、様々な不確実

性を持つ作業タスクがあり、それらの対応を重点的に

配慮して推進することが、結果としてマイナンバー対

応プロジェクト推進の成功要因となる。言い換えれば、

注力すべきポイントと、そうでないところを見定める

ことである。

現在、多くのお客様のマイナンバー対応のコンサルティ

ングを実施しているが、常に全体感を持ったプロジェ

クト推進を心掛けている。今後も引き続き、リスクマ

ネジメントの視点を持って、お客様のマイナンバー制

度対応のご支援を行っていく所存である。

（注1）  個人番号を取り扱う事業が特定個人情報の適正な取り扱い
を確保するための具体的な指針を定めたもの。特定個人情
報保護委員会が作成した。

（注2）  ビジネス・プロセス・アウトソーシングの略。自社の業務
プロセスの一部を継続的に外部の専門的な企業に委託する
こと。業務を専門的に手がける事業者が自ら企画・開発、
人員・設備の調達、運用・管理を行っているサービスを必
要なだけ購入できる。
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